
主な予算・税制ツールの検証状況 

［予算ツール］ 

・ソフト一括交付金 ･･････････････････････････････ １

（沖縄振興特別推進交付金）

・ハード一括交付金 ･･････････････････････････････ ３

（沖縄振興公共投資交付金）

・北部振興事業(公共) ････････････････････････････ ４

(沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業推進費) 

・北部振興事業(非公共) ･･････････････････････････ ５

(沖縄北部連携促進特別振興事業費補助金) 

・沖縄離島活性化推進事業 ････････････････････････ ６

(沖縄離島活性化推進事業費補助金) 

［税制ツール］ 

・特区･地域制度 ･････････････････････････････････ ７

経済金融活性化特区制度 

国際物流特区制度 

情報通信特区制度 / 情報通信産業振興地域制度 

観光地形成促進地域制度 

産業イノベーション地域制度 

資料２－１ 



② 予算配分の硬直性・弾力性

① 事業規模の推移

うち 環境保全・美化
18.0億円(11市町村)

観光誘客イベント
14.5億円(9市町村)

うち 繁殖牝牛導入 8.2億円(3市町村)

主な目的達成終了事業うち非施設整備系100.3億円(3.7%)

離島振興
10.6億円
(6.3%)

農業振興
12.2億円
(7.2%)

観光振興等
34.9億円
(20.7%)

教育
99.9億円
(59.3%)

主な中止困難事業うち非施設整備系168.4億円(6.2%)

観光振興等
47.4億円
(47.3%)

農業振興
17.0億円
(17.0%)

教育
8.7億円
(8.6%)

離島振興
5.8億円
(5.7%)

H24-H30 通算事業費（4,486.3億円）

うち 交通コスト補助
131.7億円(l航空・航路事業者等への負担金)

ブロードバンド環境整備
30.4億円(情報通信事業者補助)

うち 認可化補助 92.0億円(市町村補助)

産業振興
209.0億円
(79.4%)

農業振興
14.7億円
(5.6%)

観光振興等
27.2億円
(10.4%)

離島振興
12.2億円
(4.6%)

うち 情報通信環境整備
149.8億円(直接実施)

情報通信システム開発
22.1億円(情報サービス事業者等補助)

物流機能強化
17.5億円(那覇港管理組合補助)

うち 省エネ設備導入
15.9億円(観光事業者等補助)

サンゴ礁保全
11.3億円(直接実施)

うち 害虫駆除技術開発等
14.7億円(直接実施)

うち 海底送電ケーブル敷設
10.1億円(電気事業者補助)

うち 観光ツール整備
31.8億円(34市町村)

観光誘客イベント
9.4億円(7市町村)

環境保全・美化
2.5億円(5市町村)

うち 廃棄物の適正処理 7.7億円(9市町村)
自然エネルギー 2.2億円(1市町村)

うち 営農補助 13.5億円(6市町村)

うち 学校ICT 7.7億円(9市町村)

うち 交通コスト補助 10.1億円(8市町村)

うち 教育支援員配置
88.3億円(25市町村)

相談員等配置
8.0億円(6市町村)

うち施設整備系
124.2億円(4.5％)

うち 施設整備系
601.1億円(22.0％)

うち 基金造成事業
279.9億円(10.2%)

主な中止困難
事業

292.6億円
(10.7%)

主な目的達成
終了事業

981.3億円
(35.8%)

H24-H30 通算事業費（2,738.1億円）

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

市町村事業

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

県事業

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

主な目的達成終了事業うち非施設整備系263.1億円(5.9%)

主な中止困難事業うち非施設整備系870.4億円(19.4%)

福祉
92.0億円
(10.6%)

農業振興
616.3億円
(70.8%)

離島振興
162.2億円
(18.6%)

主な目的達成
終了事業

1,220.7億円
(27.2%)

主な中止困難
事業

1,015.1億円
(22.6%)うち 施設整備系

144.7億円(3.2％)

うち基金造成事業
69.1億円(1.5%)

うち施設整備系
886.6億円(19.8％)

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

うち 流通条件不利性の解消
188.3億円(青果出荷団体等補助)

営農設備導入
176.7億円(市町村補助)

製糖業条件不利補正等
251.3億円(糖業振興協議会補助)

１．事業規模・交付金額の推移

２．非施設整備系の分野別の事業規模の状況

交付金額

事業規模 交付金額

事業規模

⇒ 成果が消滅してしまうため、
事業継続 ⇒ 成果が消滅してしまうため、

事業継続

⇒所期の目的を達成
したため、事業終了 ⇒所期の目的を達成

したため、事業終了

精査中ソフト一括交付金（予算ツール） ※書面調査結果を参考にとりまとめ

１

※2※1

※1 中止した場合に成果が消滅する
事業のうち主なもの（以下同じ）

※2 所期の目的を達成して終了した
事業のうち主なもの（以下同じ）



※書面調査結果を参考にとりまとめソフト一括交付金（予算ツール）
③ 官民連携

⑤ 制度全般に関する課題認識④ 事後評価結果の取扱い

枠配分
・県・市町村間の配分について、県に偏りがち。
・市町村基本枠の配分について、大規模市に偏りがち。
・市町村特別枠の配分について、審査プロセスに課題あり。

審査手続等
(市町村分)

・小規模町村にとっては、要求される資料作成の事務負担が大きい。
・県を経由して交付申請するため、時間を要する。
・県と国とで指摘が矛盾することがある。

主な目的達成終了事業うち施設整備系601.1億円(22.0%)
によって整備が完了した117施設

県事業

指定管理
7施設
(58%)

直営
2施設
(17%)

主な目的達成終了事業うち施設整備系886.6億円(19.8%)
によって整備が完了した12施設

※便宜上、事業数を施設数とみなす。
うち離島振興 １施設
その他 １施設

施設：群星寮（那覇市）
総事業費：13.7億円(国費11.0億円)

離島振興

総事業費：69.9億円(国費55.5億円)
施設：ロジスティックスセンター(那覇市)

産業振興

総事業費：193.0億円(国費154.1億円)
施設：航空機整備施設（那覇市）

産業振興

施設：J2規格スタジアム(沖縄市)
総事業費：35.6億円(国費28.5億円)

観光振興等

うち産業振興 4施設
観光振興等 3施設

※便宜上、事業数を施設数とみなす。

主体的に周知
啓発していない

22団体
(52%)

主体的に周知
啓発した
19団体
(45%)

・広報誌等に掲載 ７団体
・議会に説明 ６団体

うち観光振興等
42施設

うち離島振興
9施設

うち福祉
7施設

うち観光振興等
21施設

うち農業振興
5施設

うち産業振興
4施設

【直営】【指定管理】

【離島振興】

総事業費：100.4億円(国費79.9億円)
施設：賃貸工場(うるま市)

産業振興

3．施設整備系の分野別の施設数等の状況

4．事後評価結果の取扱い 5．制度設計に関する課題認識

⇒ 指定管理者制度の導入施設数
は３割を下回る。

⇒ 指定管理者制度の導入施設数
は５割を上回る。

総事業費：43.1億円(国費34.5億円)
施設：JTAドーム宮古島
分野：観光振興等

宮古島市

施設：生涯学習・文化振興センターゆらてく
総事業費：26.5億円(国費19.8億円)

分野：観光振興等

うるま市

総事業費：13.9億円(国費11.1億円)
施設：くにがみこども園
分野：福祉

国頭村

施設：八重瀬町種苗センター
総事業費：4.8億円(国費1.7億円)

分野：農業振興

八重瀬町

総事業費：7.0億円(国費5.5億円)
施設：やすらぎの杜・いしがき斎場
分野：離島振興

直営 石垣市

施設：道の駅ぎのざ
総事業費：21.2億円(国費16.9億円)

宜野座村

分野：観光振興等

施設の例

施設：ユンタンザミュージアム
総事業費：12.3億円(国費9.5億円)

分野：観光振興等

読谷村

施設：うるマルシェ
総事業費：27.7億円(国費18.9億円)

分野：産業振興

うるま市

⇒ 周知啓発したと回答した
団体は５割を下回る。

施設の例

精査中

⇒ 課題ありと回答した団体は
３割を下回る。

課題なし
30団体
(71%)

課題あり
12団体
(29%)

直営
73施設
(62%)

指定管理
33施設
(28%)

市町村事業

２

６．主な自由意見等



H24-H30 通算事業費（4,288.1億円）H24-H30 通算事業費（2,913.3億円）

１．事業規模・交付金額の推移

２．分野別の事業規模の状況

※書面調査結果を参考にとりまとめ 精査中ハード一括交付金（予算ツール）

市町村事業 県事業

名護市

分野：学校施設
施設：羽地小学校
総事業費：9.8億円（国費3.3億円）

分野：農山漁村（農山漁村活性化対策）
施設：ほ場整備
総事業費：10.4億円（国費8.3億円）

那覇市

分野：社会資本（道路）
施設：石嶺線 沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙｲﾝﾌﾗ部
総事業費：65.1億円（国費52.1億円）

施設：基幹浄水場（北谷町）
総事業費：498億円（国費373億円）

医療施設

施設：北振地区水利施設（北大東村）
総事業費：30億円（国費24億円）

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

水道・社会福祉・医療施設
1,054.3億円

(24.6%)

農山漁村
444.7億円
(10.4%)

社会資本
2,530.4億円
（59.0%)

その他
7.6億円
(0.2%)

学校施設
251.1億円
（5.9%)

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

社会資本
1,784.1億円

(61.2%)
農山漁村

720.6億円
(24.7%)

学校施設
408.6億円
（14.0%)

分野：社会資本（下水道）
施設：公共下水道施設
総事業費：27億円（国費16億円）

石垣市

分野：農山漁村（農業農村基盤）
施設：農業集落排水施設
総事業費：25億円（国費19億円）

南城市 名護市

分野：社会資本（住宅）
施設：うんさの森市営住宅第一・第二団地
総事業費：21.1億（国費14.4億）

農山漁村（農業農村基盤）

水道施設

施設：新八重山病院（石垣市）
総事業費：131.0億円（国費31.1億円）

社会資本（下水道）

施設：広域汚水処理施設（那覇市）
総事業費：109.5億円（国費79.3億円）うち上位3事業

道路 967.4億円（39.2％）
下水道 317.3億円（5.1％）
住宅 210.6億円（4.6％）

うち
農業農村基盤 331.4億円（11.4％）
農山漁村活性化対策 271.6億円（9.3％）

うち上位3事業
道路 1679.7億円（39.2％）
港湾 217.2億円（5.1％）
下水道 196.7億円（4.6％）

うち 農業農村基盤
401.5億円（9.4％） うち 水道 902.3億円（21.0％）

医療施設等 151.1億円（3.5％）

宮古島市

市町村事業

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

交付金額

事業規模

[出典：H24-H30 交付金事業計画]

交付金額

県事業

事業規模

３．制度設計に関する課題認識

課題なし
38団体

(90.5%)

⇒課題ありと回答した団体は
１割を下回る。

課題あり
4団体

(9.5%)
事業計画 ・県の市町村事業の配分決定プロセスが不透明である。

審査手続等 ・事業単位ではなく地区単位で交付申請するため、
事務負担が大きい。

成果目標の
設定

・市町村事業においては、実施主体である市町村が自ら
成果目標を設定すべき。

４．主な自由意見等

３
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